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１．平成20年３月期の業績（平成19年４月１日～平成20年３月31日）

(1）経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

20年３月期 26,311 5.1 1,126 5.8 1,174 1.8 834 638.9

19年３月期 25,039 3.2 1,064 70.1 1,154 55.4 112 －

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

20年３月期 22 07 17 54 18.3 8.1 4.3

19年３月期 2 68 2 67 3.3 8.3 4.3

（参考）持分法投資損益 20年３月期 －百万円 19年３月期 －百万円

(2）財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

20年３月期 13,821 4,929 35.7 83 78

19年３月期 15,023 4,208 28.0 64 54

（参考）自己資本 20年３月期 4,929百万円 19年３月期 4,208百万円

(3）キャッシュ・フローの状況

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

20年３月期 1,283 △232 △917 3,077

19年３月期 1,717 △260 △1,446 2,943

２．配当の状況

１株当たり配当金 配当金総額
(年間)

配当性向
純資産
配当率（基準日） 中間期末 期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

19年３月期 － － － － 0 00 － － －

20年３月期 － － 1 00 1 00 36 4.5 1.3

21年３月期（予想） － － 1 00 1 00 － 11.7 －

　（注）上記「配当の状況」は普通株式に係る配当の状況です。当社が発行する普通株式と権利関係の異なる種類株式（非

上場）の配当の状況については、３ページ「優先株式の配当の状況」をご覧ください。

 

３．平成21年３月期の業績予想（平成20年４月１日～平成21年３月31日）

（％表示は、通期は対前期、第２四半期累計期間は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期累計期間 13,164 △3.2 482 △26.4 475 △27.8 55 △89.8 2 40

通期 26,247 △0.2 903 △19.8 878 △25.2 431 △48.3 10 96

－ 1 －



４．その他

(1）重要な会計方針の変更

①　会計基準等の改正に伴う変更　有

②　①以外の変更　　　　　　　　無

（注）詳細は、19ページ「会計処理方法の変更」をご覧ください。

(2）発行済株式数（普通株式）

①　期末発行済株式数（自己株式を含む） 20年３月期 36,251,796株 19年３月期 36,251,796株

②　期末自己株式数 20年３月期 184,067株 19年３月期 49,692株

（注）１株当たり当期純利益の算定の基礎となる株式数については、29ページ「１株当たり情報」をご覧ください。

※　業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

（将来に関する記述等についてのご注意）

 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判

断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の

前提となる仮定及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、４ページ「１．経営成績　（１）経営

成績に関する分析」をご覧ください。
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 優先株式の配当の状況

普通株式と権利関係の異なる優先株式に係る１株当たり配当金の内訳及び配当金総額は以下のとおりです。

（第１回優先株式）

 １株当たり配当金 配当金総額

 （年間） 基準日  中間期末  期末  年間

 円 銭 円 銭 円 銭 百万円

 20年３月期 － － 4 00 4 00 108

 21年３月期（予想） － － 4 00 4 00 36

（注）20年３月期の配当総額には72百万円の累積未払優先配当金が含まれております。
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１．経営成績
(1）経営成績に関する分析

　当期におけるわが国経済は、緩やかな回復基調を見せていたものの、原油価格や穀物価格の高騰、サブプライムロー

ン問題をきっかけとした金融市場の変動等により、景気の先行きには不透明感が増しており、当初回復の兆しのあっ

た個人消費も減速に向かいました。

　外食業界におきましては、魚介類や穀物の世界的な需要増加や燃料費の高騰による材料費の上昇に加え、食品偽装

問題等の食に対する不信感から消費者離れの傾向にあり、ますます厳しい状況となっております。

　このような状況の中、当社は焼肉業態を中心として増加した業態の再編・見直し、事業の効率化を進めてまいりま

したが、焼肉業態での競争激化による来店客数の低迷や、原材料価格の上昇、従業員不足改善のための人件費上昇な

ど、経営環境は非常に厳しいものとなりました。

　各事業部門の概要は以下の通りです。

①　すし部門 

　すし部門では新規出店はありませんでした。

　業態変更につきましては「廻転寿司アトムボーイ」から「にぎりの徳兵衛」へ直営店２店舗、「海鮮アトムボーイ」

から「にぎりの徳兵衛」へＦＣ店１店舗、レストラン部門の「がんこどり」から「にぎりの徳兵衛」直営店１店舗の

合計４店舗（直営店３店舗、FC店１店舗）を行いました。また、改装を「回転すし海へ」直営店１店舗を行いました。

　閉店につきましては「にぎりの徳兵衛」直営店２店舗、「廻転寿司アトムボーイ」直営店１店舗、「海鮮アトムボー

イ」ＦＣ店１店舗の合計４店舗（直営店３店舗、ＦＣ店１店舗）を行いました。

　この結果、当期末の店舗数は93店舗（直営店74店舗、ＦＣ店19店舗）となり、売上高は107億30百万円（前年同期比

1.2％減）となりました。

　②　レストラン部門

　新規出店につきましては「えちぜん」直営店１店舗、居酒屋「いろはにほへと」直営店２店舗の合計３店舗を出店

いたしました。

　業態変更につきましては「がんこ亭」から「カルビ大将」へ直営店１店舗、「味のがんこ炎」へ直営店２店舗、「甘

太郎」へ直営店１店舗、「ウイルビー」へ直営店２店舗、「カルビ大将」から「味のがんこ炎」へ直営店１店舗、「濱

ふうふう」へ直営店１店舗、「韓の食卓」から「カルビ大将」へ直営店１店舗、「唐楽家」から「カルビ大将」へ直

営店１店舗、「味のがんこ炎」から「カルビ大将」へ直営店２店舗、「ザ・フォーロン」から「ウイルビー」へ直営

店２店舗、「濱ふうふう」へ直営店１店舗、「三間堂」から「贔屓屋」へ直営店１店舗、「十五夜」から「濱ふうふ

う」へ直営店1店舗、「旬香庭　麟」から「濱ふう本店」へ直営店１店舗、「四天王」から「旨いもん屋」へ直営店１

店舗、「昭和軒」から「四天王」へ直営店２店舗、「國虎」から「四天王」へ直営店２店舗、「どて玉」から「味の

がんこ炎」へ直営店１店舗の合計24店舗（直営店24店舗）を行いました。また「えちぜん」において直営店１店舗の

改装を行いました。

　閉店につきましては「カルビ大将」直営店２店舗、「韓の食卓」直営店１店舗、「がんこ亭」直営店３店舗、「味

のがんこ炎」直営店２店舗、「時の国歓喜」直営店１店舗、「ザ・フォーロン」直営店1店舗、「どて玉」直営店３店

舗、「旨いもん屋」直営店１店舗、「驫」直営店1店舗、「四天王」直営店１店舗、「蟹や徳兵衛」ＦＣ店１店舗、の

合計17店舗（直営店16店舗、ＦＣ店１店舗）を行いました。

 この結果、当期末の店舗数は266店舗（直営店232店舗、ＦＣ店34店舗）となり、前期における株式会社がんこ炎合併

に伴う店舗数増加による売上増加もあり、売上高は155億12百万円（前年同期比9.8％増）となりました。

　③　その他の部門

　ロイヤリティー、加盟金等、「その他」の売上高は68百万円（前年同期比26.0％増）となりました。

以上の結果、当期における店舗数は合計266店舗（直営店232店舗、ＦＣ店34店舗）、売上高は263億11百万円（前年同

期比5.1％増）、営業利益は11億26百万円（前年同期比5.8％増）、経常利益は11億74百万円（前年同期比1.8％増）と

なりました。

 当期純利益につきましては、特別利益として主に固定資産売却益、ポイント引当金戻入額等により1億84百万円、特

別損失として主に減損損失、過年度社会保険料等3億21百万円をそれぞれ計上し、当期純利益は8億34百万円（前年同

期比638.9％増）となりました。

 

翌期の見通し

 通期の見通しにつきましては、原油価格高騰や金融市場の動向等の影響で、景気動向は不透明な状況となってお

り、個人消費においても将来の不安感から伸び悩むことが予想されます。外食産業におきましても、消費の伸び

悩みに加え、食の安全性に対する意識の高まりから外食に対する消費者の視線は厳しいものとなっており、取巻

く環境は益々厳しくなるものと予想されます。
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　当社としましては、引き続き業態の統合を進め、効率化を図ると共に、お客様により安心で満足して頂けるメニュー

の開発と接客・サービスの追及、販売促進策の強化を行い、集客力、売上高の向上に努めてまいります。

　新規出店につきましては、居酒屋を中心として12店舗を計画しており、当社の店舗数の少ない街中への出店を強化

してまいります。

　通期の業績につきましては、売上高は262億47百万円（前期比0.2％減）、営業利益は9億3百万円（前期比19.8％減）、

経常利益は8億78百万円（前期比25.2％減）、当期純利益は4億31百万円（前期比48.3％減）を見込んでおります。

(2）財政状態に関する分析

 　①　資産・負債及び純資産の状況

　当事業年度末における総資産は138億21百万円となり、前事業年度末に比べ12億2百万円減少しました。

これは主に有形固定資産が3億50百万円、敷金保証金が6億5百万円それぞれ減少したことによるものであります。

　当事業年度末における負債合計は88億91百万円となり、前事業年度末に比べ19億23百万円減少しました。

これは主に長期借入金（１年内返済予定分を含む）が6億2百万円、閉店損失引当金が2億94百万円減少したことによるも

のであります。

　当事業年度末における純資産は49億29百万円となり、前事業年度末に比べ7億21百万円増加しました。これは主にその

他利益剰余金が8億34百万円増加したことによるものであります。

　また、当事業年度末における自己資本比率は35.7％、１株当たりの純資産は83円78銭となりました。

　 ②　キャッシュ・フローの状況

　当事業年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は30億77百万円となり、前事業年度末に

比べ1億34百万円の増加となりました。各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりです。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果得られた資金は12億83百万円となり、前事業年度に比べ4億33百万円の減少となりました。これは主に、

仕入債務の減少(1億71百万円)、未払消費税等の減少（74百万円）及び閉店損失引当金の減少 （2億94百万円）等による

ものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は2億32百万円となり、前事業年度に比べ27百万円の支出減となりました。資金支出とし

ては有形固定資産の取得による支出（5億41百万円）、資金収入としては敷金保証金の返還による収入（3億43百万円）

等が要因となっております。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は9億17百万円となり、前事業年度に比べ5億29百万円の支出減となりました。これは主

に、長期借入金の収支による資金収入（4億98百万円）や社債の償還による支出の減少（50百万円）等を反映したもので

あります。

（参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移

 平成19年3月期 平成20年3月期 

 自己資本比率（％） 28.0 35.7

 時価ベースの自己資本比率（％） 130.8 120.0

 キャッシュ・フロー対有利子負債比率（年） 3.5 4.0

 インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） 18.6 15.3

自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産   

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー   

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い 

(注１)株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。

(注２)キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しております。

(注３)有利子負債は貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としております。
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(3）当社の利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

　当社は、株主の皆様への利益還元を企業経営の重要な柱と考え、財務体質の強化を図りながら、業績及び利益剰余

金に連動した配当を継続的に実施することを基本方針としております。

　また、内部留保金につきましては、経営体質の強化と今後の事業展開に活用し、企業価値の向上に資する所存であ

ります。

　当期の配当金につきましては、上記方針に基づき、業績状況も考慮し、普通配当１株当たり１円の期末配当を行う

ことを本日の取締役会において決定致しました。

　なお、次期の配当についは、１株当たり１円の期末配当を予定しておりますが、更なる業績拡大を図り、増配等に

よる株主様への積極的な利益還元を行っていく所存であります。

(4）事業等のリスク

 

食の安全性について

　当社は複数の業態を経営する総合外食企業であり、取扱う食材は畜産物・海産物・農産物と多岐にわたります。

　そのためＢＳＥ、鳥インフルエンザ等食品に関わる問題が発生した場合、客数の減少による売上低下、食材流通量

の変動による材料費の高騰等により当社の業績が影響を受ける可能性があります。

競合店の影響について

　今後、同業態、他業態に関わらず、他社の飲食店が当社店舗の近隣に出店を行った場合、競合による顧客分散が起

こり、該当店舗の業績、当社の業績に影響を与える可能性があります。

　当社といたしましては、高品質な商品、サービスを充実させ、競争力の強化に努めておりますが、他社飲食店との

競合関係が激化し相対的に当社店舗の競争力が低下した場合、当社の業績に影響を受ける可能性があります。

法的規制について

　当社の外食事業の直営店舗は「食品衛生法」により規制を受けております。飲食店を営業するにあたっては「食品

衛生法」に従い、食品衛生管理者を置き、都道府県知事の許可を得た上で、飲食による衛生上の危害発生防止に努め

なければなりません。食中毒などの事故を起こした場合、一定期間の営業停止、営業許可の取消等を命じられる場合

があります。

減損会計について

　当社は平成18年3月期より固定資産の減損に係る会計処理を適用しております。当社の営業用資産である直営店舗に

おいて営業活動から生ずる損益が継続して赤字を生ずる場合や、当社の所有する土地等の市場価格が著しく下落した

場合は、固定資産の減損に係る会計処理の適用により減損損失が計上され、当社の業績に影響を及ぼす可能性があり

ます。
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２．企業集団の状況
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３．経営方針
(1）会社の経営の基本方針

　当社は、すし部門で廻転寿司の「海鮮アトムボーイ」「廻転寿司アトムボーイ」「にぎりの徳兵衛」等、レストラ

ン部門で焼肉の「カルビ大将」「唐楽家」「韓の食卓」、和食の「えちぜん」、とんかつの「かつ時」等の多業態を

展開営業している総合外食事業会社であります。

 当社の経営理念は、外食事業を通じてお客様の食文化の創造と地域社会への貢献を目指し、常にお客様の満足を第一

に考え、喜ばれ信頼される企業として発展し続けることであります。

(2）目標とする経営指標

　当社はすし・焼肉・和食の三業態を主力として営業展開しておりますが、焼肉業態では平成15年12月の米国でのＢ

ＳＥ発生に起因する牛肉の仕入価格高騰により、また、すし部門では低価格店の競争激化により各々採算が悪化し、

平成17年3月期においては創業以来初の経常利益段階での損失計上に至りました。

　収益確保が当社の最優先課題となっており、適正な原価率の維持と販売費及び一般管理費の見直しによる削減に留

意し、売上高経常利益率５％以上の達成を目標としております。

(3）中長期的な会社の経営戦略

　当社としましては中京地区に経営資源を集中させると共に、中京圏に特化した業態戦略、商品開発を進め、地域の

お客様に親しまれるチェーングループを目指してまいります。出店業態につきましては、廻転寿司、焼肉業態、和食

業態を中心に展開し、愛知、岐阜、福井、静岡においての店舗網の拡大を図ります。採算性の低い業態に関しては、

採算性向上のための再構築、他業態への転換を進めてまいります。

　一方、食材等の仕入に関してコロワイドグループにおいて共同仕入を行い、同グループとのスケールメリットを活

かした取引を行うことでより良い商品を低価格で購入し、お客様により満足していただける商品開発を行い、集客力

の向上とコスト削減に取り組んでまいります。

(4）会社の対処すべき課題

　平成18年3月期において当社は、減損会計の適用による減損損失を主とした多額の特別損失の計上により、債務超過

の恐れがあったものの、平成17年7月に第三者割当増資を行い債務超過を回避するとともに、転換社債型新株予約権付

社債の発行により資金調達を行いました。

　当社といたしましては、調達した資金を活用し、不採算店の整理、業務効率化を進めた結果、業績は回復傾向にあ

るものの、安定した事業成長を目指すことを重要課題と考え、引き続き、経営体質の強化をはかりつつ、財務内容の

健全化に取り組んでまいります。
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４．財務諸表
(1）貸借対照表

  
前事業年度

（平成19年３月31日）
当事業年度

（平成20年３月31日）
対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

（資産の部）         

Ⅰ．流動資産         

１．現金及び預金   2,943,179   3,077,502   

２．売掛金   214,579   254,034   

３．商品   292   350   

４．原材料   134,296   102,277   

５．貯蔵品   12,681   11,585   

６．前払費用   158,496   150,457   

７．繰延税金資産   466,833   310,208   

８．その他   64,083   92,240   

９．貸倒引当金   △17,377   △550   

流動資産合計   3,977,065 26.5  3,998,106 28.9 21,040

Ⅱ．固定資産         

１．有形固定資産         

(1）建物 ※１ 10,807,187   10,640,517    

減価償却累計額  6,087,769 4,719,418  6,174,345 4,466,171   

(2）構築物  2,047,936   1,960,499    

減価償却累計額  1,512,810 535,126  1,496,099 464,399   

(3）車輛及び運搬具  8,869   8,869    

減価償却累計額  8,321 548  8,450 419   

(4）器具及び備品  2,248,924   2,088,307    

減価償却累計額  1,841,538 407,386  1,763,282 325,024   

(5）土地 ※１  730,583   835,583   

(6）建設仮勘定   62,509   13,300   

有形固定資産合計   6,455,571 43.0  6,104,898 44.2 △350,672

㈱アトム（7412）　平成 20 年３月期 決算短信（非連結）

－ 9 －



  
前事業年度

（平成19年３月31日）
当事業年度

（平成20年３月31日）
対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

２．無形固定資産         

(1) のれん   44,401   9,376   

(2）借地権   25,959   22,610   

(3）商標権   1,499   －   

(4）ソフトウェア   861   641   

(5）その他   57,082   53,041   

無形固定資産合計   129,804 0.9  85,670 0.6 △44,133

３．投資その他の資産         

(1）投資有価証券 ※１  451,200   375,475   

(2）長期貸付金   3,902   －   

(3）破産債権等   528,415   429,279   

(4）長期前払費用   234,271   169,375   

(5）敷金保証金   3,634,791   3,029,615   

 (6）その他   63,750   42,320   

 (7）貸倒引当金   △461,096   △413,449   

投資その他の資産合計   4,455,235 29.6  3,632,616 26.3 △822,618

固定資産合計   11,040,611 73.5  9,823,186 71.1 △1,217,425

Ⅲ．繰延資産         

１．社債発行費   6,051   －   

繰延資産合計   6,051 0.0  － － △6,051

資産合計   15,023,728 100.0  13,821,292 100.0 △1,202,436
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前事業年度

（平成19年３月31日）
当事業年度

（平成20年３月31日）
対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

（負債の部）         

Ⅰ．流動負債         

１．買掛金   1,804,953   1,633,290   

２．１年内償還予定社債   240,000   180,000   

３．１年内返済予定長期借
入金

  1,723,698   1,547,162   

４．未払金   1,467,426   1,200,151   

５．未払費用   23,186   21,057   

６．未払法人税等   84,113   74,077   

７．未払消費税等   149,536   75,091   

８．前受金   18,329   18,352   

９．預り金   84,825   76,469   

10．前受収益   21,843   23,160   

11．賞与引当金   62,400   45,000   

12．ポイント引当金   138,238   97,675   

13．閉店損失引当金   294,149   －   

14．本社移転費用引当金   －   22,325   

流動負債合計   6,112,700 40.7  5,013,812 36.3 △1,098,887

Ⅱ．固定負債         

１．社債   180,000   －   

２．転換社債型新株予約権
付社債

  1,100,000   1,100,000   

３．長期借入金 ※１  2,694,800   2,268,638   

４．繰延税金負債   32,724   6,869   

５．退職給付引当金   119,948   110,629   

６．債務保証損失引当金   6,647   －   

７．長期未払金   320,710   182,953   

８．預り保証金   225,673   196,046   

９．その他   21,892   12,436   

固定負債合計   4,702,397 31.3  3,877,574 28.0 △824,823

負債合計   10,815,097 72.0  8,891,387 64.3 △1,923,710
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前事業年度

（平成19年３月31日）
当事業年度

（平成20年３月31日）
対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

（純資産の部）         

Ⅰ．株主資本         

１．資本金   2,673,273 17.8  2,673,273 19.3 －

２．資本剰余金         

(1）その他資本剰余金  1,438,250   1,384,282    

資本剰余金合計   1,438,250 9.6  1,384,282 10.0 △53,968

３．利益剰余金         

     (1）その他利益
　　　　　剰余金

 112,939   947,500    

 　　　繰越利益剰余金  112,939   947,500    

利益剰余金合計   112,939 0.7  947,500 6.9 834,561

４．自己株式   △64,881 △0.4  △85,447 △0.6 △20,566

株主資本合計   4,159,582 27.7  4,919,609 35.6 760,026

Ⅱ．評価・換算差額等         

１．その他有価証券評価差
額金

  49,048 0.3  10,296 0.1 △38,752

評価・換算差額等合計   49,048 0.3  10,296 0.1 △38,752

純資産合計   4,208,631 28.0  4,929,905 35.7 721,273

負債純資産合計   15,023,728 100.0  13,821,292 100.0 △1,202,436
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(2）損益計算書

  
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

増減
（千円）

Ⅰ．売上高   25,039,003 100.0  26,311,411 100.0 1,272,407

Ⅱ．売上原価         

１.期首食材たな卸高  98,524   134,296    

２.期首商品たな卸高  179   292    

３.当期食材仕入高  9,723,127   9,852,321    

４.合併による食材受入高  42,177   －    

５.当期商品仕入高  4,588   5,074    

合計  9,868,597   9,991,985    

６.期末食材たな卸高  134,296   102,277    

７.期末商品たな卸高  292   350    

８．ポイント引当金戻入額  －   2,563    

９．ポイント引当金繰入額  8,638 9,742,646 38.9 － 9,886,794 37.6 144,147

売上総利益   15,296,356 61.1  16,424,617 62.4 1,128,260

Ⅲ．販売費及び一般管理費         

１．販売手数料  2,041,835   1,775,912    

２．役員報酬  58,815   61,852    

３．従業員給料手当及び賞
与

 1,643,848   1,959,783    

４．賞与引当金繰入額  62,400   45,000    

５．その他人件費  3,237,172   3,618,750    

６．退職給付費用  20,274   6,491    

７．水道光熱費  1,092,655   1,277,617    

８．賃借料  2,624,725   2,784,823    

９．減価償却費  731,629   775,868    

10．貸倒引当金繰入額  47,084   －    

11．その他  2,670,931 14,231,373 56.8 2,992,291 15,298,390 58.1 1,067,017

営業利益   1,064,983 4.3  1,126,226 4.3 61,242

Ⅳ．営業外収益         

１．受取利息  23,917   20,986    

２．有価証券利息  437   416    

３．受取配当金  6,470   5,202    

４．投資有価証券売却益  73,419   24,220    

５．手数料収入  20,558   30,759    

６．不動産賃貸収入  199,301   231,288    

７．その他  36,502 360,607 1.4 34,467 347,340 1.3 △13,267
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前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

増減
（千円）

Ⅴ．営業外費用         

１．支払利息  71,223   61,237    

２．社債利息  25,017   23,649    

３．社債発行費償却  6,051   6,051    

４．不動産賃貸原価  158,095   164,643    

５．貸倒引当金繰入額  －   33,753    

６．その他  11,116 271,504 1.1 9,705 299,040 1.1 27,536

経常利益   1,154,087 4.6  1,174,525 4.5 20,438

Ⅵ．特別利益         

１．固定資産売却益 ※１ 4,761   48,666    

２. 債務保証損失引当金戻
入額

 38,365   1,647    

３．ポイント引当金戻入額  208,527   37,999    

４．閉店損失引当金戻入
益 

 －   26,913    

５．和解金  －   48,006    

６. その他  20,000 271,655 1.1 21,186 184,420 0.7 △87,235

Ⅶ．特別損失         

１．固定資産売却損 ※２ 87,091   －    

２．固定資産除却損 ※３ 117,913   58,016    

３．減損損失 ※４ 873,422   165,838    

４．賃借契約解約損 ※５ 11,094   28,119    

５．閉店損失引当金繰入額  294,149   －    

６．過年度社会保険料  －   43,312    

７．本社移転費用引当金繰
入額

 －   22,325    

８．その他  － 1,383,671 5.5 4,128 321,741 1.2 △1,061,930

税引前当期純利益   42,071 0.2  1,037,204 4.0 995,132

法人税、住民税及び事
業税

 47,000   46,018    

法人税等調整額  △117,867 △70,867 △0.3 156,624 202,643 0.8 273,510

当期純利益   112,939 0.5  834,561 3.2 721,621
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(3）株主資本等変動計算書

前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

 （千円）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本合
計

資本準備金
その他資本
剰余金

資本剰余金合
計

利益準備
金

その他利益剰
余金

利益剰余金合
計

繰越利益剰
余金

　平成18年３月31日
　
　残高（千円）

4,353,219 4,549,039  4,549,039 162,106 △6,391,091 △6,228,984 △176,487 2,496,786

　事業年度中の変動
　額

         

減資（欠損填補） △1,679,945     1,679,945 1,679,945  －

準備金の減少
（欠損填補）

 △4,549,039  △4,549,039 △162,106 4,711,145 4,549,039  －

剰余金の増加
（合併）

  1,539,652 1,539,652     1,539,652

自己株式の取得        △1,483 △1,483

自己株式の処分   △101,401 △101,401    113,089 11,687

当期純利益      112,939 112,939  112,939

株主資本以外の項目
の事業年度中の変動
額（純額）

         

　事業年度中の変動
　額合計（千円）

△1,679,945 △4,549,039 1,438,250 △3,110,788 △162,106 6,504,030 6,341,924 111,605 1,662,796

　平成19年３月31日
　
　残高（千円）

2,673,273 － 1,438,250 1,438,250 － 112,939 112,939 △64,881 4,159,582

 

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額
等合計

　平成18年３月31日
　
　残高（千円）

158,840 158,840 2,655,627

　事業年度中の変動
　額

   

減資（欠損填補）   －

準備金の減少
（欠損填補）

  －

剰余金の増加
（合併）

  1,539,652

自己株式の取得   △1,483

自己株式の処分   11,687

当期純利益   112,939

株主資本以外の項目
の事業年度中の変動
額（純額）

△109,792 △109,792 △109,792

　事業年度中の変動額
　合計（千円）

△109,792 △109,792 1,553,003

　平成19年３月31日
　
　残高（千円）

49,048 49,048 4,208,631
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当事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

 （千円）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
その他資本剰余
金

資本剰余金合計

その他利益剰余
金

利益剰余金合計

繰越利益剰余金

　平成19年３月31日
　
　残高（千円）

2,673,273 1,438,250 1,438,250 112,939 112,939 △64,881 4,159,582

　事業年度中の変動
　額

       

自己株式の取得      △82,548 △82,548

自己株式の処分  △53,968 △53,968   61,981 8,013

当期純利益    834,561 834,561  834,561

株主資本以外の項目
の事業年度中の変動
額（純額）

       

　事業年度中の変動
　額合計（千円）

－ △53,968 △53,968 834,561 834,561 △20,566 760,026

　平成20年３月31日
　
　残高（千円）

2,673,273 1,384,282 1,384,282 947,500 947,500 △85,447 4,919,609

 

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額
等合計

　平成19年３月31日
　
　残高（千円）

49,048 49,048 4,208,631

　事業年度中の変動
　額

   

自己株式の取得   △82,548

自己株式の処分   8,013

当期純利益   834,561

株主資本以外の項目
の事業年度中の変動
額（純額）

△38,752 △38,752 △38,752

　事業年度中の変動額
　合計（千円）

△38,752 △38,752 721,273

　平成20年３月31日
　
　残高（千円）

10,296 10,296 4,929,905
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(4）キャッシュ・フロー計算書

  
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）
増減

（千円）

Ⅰ．営業活動によるキャッシュ・
フロー

    

税引前当期純利益  42,071 1,037,204 995,132

減価償却費  746,956 789,389 42,432

貸倒引当金の増減額
(減少:△)

 △95,514 △64,473 31,041

ポイント引当金の増減額
（減少：△）

 △199,889 △40,562 159,326

閉店損失引当金の増減額
(減少:△)

 294,149 △294,149 △588,298

債務保証損失引当金の増減
額（減少：△）

 △151,860 △6,647 145,212

受取利息及び受取配当金  △30,826 △26,605 4,221

支払利息  96,241 84,887 △11,353

固定資産売却損  87,091 － △87,091

固定資産除却損  117,913 58,016 △59,897

投資有価証券売却益  △73,419 △24,220 49,198

減損損失  873,422 165,838 △707,583

売上債権の増減額(増加:
△)

 △22,012 △39,455 △17,443

たな卸資産の増減額
(増加:△)

 10,945 33,058 22,113

仕入債務の増減額
(減少:△)

 △25,210 △171,662 △146,452

未払消費税等の増減額(減
少:△)

 117,228 △74,444 △191,672

その他  △35,898 △25,992 9,906

小計  1,751,388 1,400,182 △351,206

利息及び配当金の受取額  13,260 11,968 △1,291

利息の支払額  △92,476 △84,156 8,320

法人税等の支払額  － △44,113 △44,113

法人税等の還付額  45,011 － △45,011

営業活動によるキャッシュ・
フロー

 1,717,183 1,283,880 △433,303
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前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）
増減

（千円）

Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・
フロー

    

有価証券の償還による収入  15,000 － △15,000

有形固定資産の取得による
支出

 △538,708 △541,753 △3,044

有形固定資産の売却による
収入

 233,001 48,666 △184,335

投資有価証券の取得による
支出

 △15,033 － 15,033

投資有価証券の売却による
収入

 170,070 31,190 △138,880

敷金保証金の支払いによる
支出

 △57,055 △10,903 46,151

敷金保証金の返還による収
入

 313,686 343,565 29,878

その他  △381,259 △103,090 278,169

投資活動によるキャッシュ・
フロー

 △260,297 △232,325 27,972

Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・
フロー

    

短期借入金の純増減額（減
少：△）

 △21,000 － 21,000

長期借入金の借入れによる
収入

 960,000 1,280,000 320,000

長期借入金の返済による支
出

 △2,061,166 △1,882,698 178,468

社債の償還による支出  △290,000 △240,000 50,000

新株予約権の権利行使によ
る収入

 11,524 8,013 △3,510

自己株式の取得による支出  － △82,548 △82,548

合併交付金の支払額  △44,368 － 44,368

その他  △1,319 － 1,319

財務活動によるキャッシュ・
フロー

 △1,446,330 △917,232 529,097

Ⅳ．現金及び現金同等物の増減額  10,556 134,322 123,766

Ⅴ．現金及び現金同等物の期首残
高

 2,593,497 2,943,179 349,682

Ⅵ. 合併により受け入れた現金及
び現金同等物

 339,126 － △339,126

Ⅶ．現金及び現金同等物の期末残
高

※１ 2,943,179 3,077,502 134,322

     

㈱アトム（7412）　平成 20 年３月期 決算短信（非連結）

－ 18 －



重要な会計方針

項目
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１．有価証券の評価基準及び

評価方法

(1）満期保有目的の債券

　償却原価法（定額法）を採用しており

ます。

(1）満期保有目的の債券

同左

 

 

 

 

(2）その他有価証券

時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により

算定）を採用しております。

(2）その他有価証券

時価のあるもの

同左

 

 

時価のないもの

　移動平均法による原価法を採用して

おります。

時価のないもの

同左

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法

商品・原材料・貯蔵品

　最終仕入原価法を採用しております。

商品・原材料・貯蔵品

同左

３．固定資産の減価償却の方

法

(1）有形固定資産

　定率法（ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（建物附属設備を除

く）については定額法）を採用しており

ます。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。

(1）有形固定資産

同左

 建物 10～34年

構築物 10～20年

器具及び備品 3～10年

 

  ―――――― （会計処理方法の変更）

　法人税法の改正に伴い、当事業年度よ

り、平成19年４月１日以降に取得した有

形固定資産について、改正後の法人税法

に基づく減価償却の方法に変更しており

ます。

　これによる営業利益、経常利益、税引

前当期純利益への影響は軽微でありま

す。

（追加情報）

　法人税法の改正に伴い、平成19年３月

31日以前に取得した資産については、改

正前の法人税法に基づく減価償却の方法

の適用により取得価額の５％に到達した

事業年度の翌事業年度より、取得価額の

５％相当額と備忘価額との差額を５年間

にわたり均等償却し、減価償却費に含め

て計上しております。

　これによる営業利益、経常利益、税引

前当期純利益への影響は軽微であります。

 

 

(2）無形固定資産

　定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法を採用しております。

(2）無形固定資産

同左

 

 

(3）長期前払費用

　定額法を採用しております。

(3）長期前払費用

同左
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項目
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

４．繰延資産の処理方法 社債発行費

　旧商法の規定により３年間で均等償却し

ております。

社債発行費

同左 

５．引当金の計上基準

 

(1）貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備え

るため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上しております。

(1）貸倒引当金

同左

 

 

(2）賞与引当金

　従業員の賞与の支給に充てるため、賞

与支給実績を基に、当事業年度負担分を

計上しております。

(2）賞与引当金

同左

 

 

(3）ポイント引当金

　ポイントカードにより顧客に付与した

ポイントの使用による費用負担に備える

ため、当事業年度末において、将来使用

されると見込まれるポイントに対する所

要額を計上しております。

(3）ポイント引当金

　　　　　同左

 ────── （追加情報）

　従来、ポイントの失効実績が生じなかっ

たためポイント引当金の算定に当たって将

来の失効率を加味しておりませんでしたが

当事業年度よりポイントの失効実績が生じ、

将来の失効率を合理的に算定することが可

能となったことから、当事業年度より、ポ

イント引当金の算定に当たって失効率を加

味する方法に変更しております。

　この結果、従来の方法に比較して、売上

総利益、営業利益及び経常利益が33,480千

円、税引前当期純利益が71,479千円それぞ

れ増加しております。
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項目
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

 (4) 閉店損失引当金

 　　当事業年度末における閉店見込店舗

　 の閉店に伴い発生する損失に備えるた

   め合理的に見込まれる閉店関連損失見

   込額を計上しております。 

 　（会計処理方法の変更）

  当社は、従来、店舗閉店に伴い発生す

る損失は、店舗閉店時に計上しておりま

したが、当事業年度より店舗閉店の意思

決定時におきまして、閉店により合理的

に見込まれる中途解約違約金及び原状回

復費等の閉店関連損失を引当計上する方

法に変更いたしました。

　この変更は当事業年度下期以降、飲酒

運転の取り締まり強化による影響や、食

の安全に対する意識の高まり、材料費の

高騰等、飲食業を取り巻く環境が大きく

変化しているなか、当事業年度の下期に

おいて、不採算店舗対策の抜本的な見直

しを行い、相当数の店舗を閉鎖する意思

決定をしたことを契機に固定資産の減損

損失を計上するとともに閉店時に合理的

に見込まれる損失を引当計上することに

より、期間損益のより適正化を図るため

に行ったものです。

　この変更により、特別損失の区分に閉

店損失引当金繰入額を294,149千円計上

したため、従来の方法と比較し、税引前

当期純利益が同額少なく計上されており

ます。

　なお、この変更は、当事業年度の下期

において相当数の閉店を意思決定したこ

とを契機に行ったものです。

　当中間会計期間は従来の方法によって

おりましたが、変更後の方法によった場

合の影響はありません。　

(4) 閉店損失引当金

 同左

 

 

 

―――――― 

 ―――――― (5)本社移転費用引当金

 平成21年3月期に予定されている本社移

転に伴い発生する損失見込額を計上して

おります。 

 

 

(6)退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務の見込額

に基づき計上しております。数理計算上

の差異は、翌事業年度に一括処理するこ

ととしております。

(6)退職給付引当金

同左

 

 

(7)債務保証損失引当金

　債務保証に係る損失に備えるため、保

証先の財政状態の実情を勘案し、損失負

担見積額を計上しております。

(7）債務保証損失引当金

同左
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項目
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

６．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっております。

同左

７．ヘッジ会計の方法

 

(1）ヘッジ会計の方法

　金利スワップについて特例処理を採用

しております。

(1）ヘッジ会計の方法

同左

 

 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段……金利スワップ

ヘッジ対象……借入金

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

 

 

(3）ヘッジ方針

　金利リスク低減のため対象債務の範囲

内でヘッジを行っております。

(3）ヘッジ方針

同左

 

 

(4）有効性評価の方法

　金利スワップについて特例処理を採用

しているため、有効性の評価を省略して

おります。

(4）有効性評価の方法

同左

８．キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲

　　手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。

　　　　　　　　 同左

９．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項

消費税等の会計処理 消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。 同左
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会計処理方法の変更

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

 （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

　　当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に

　関する会計基準」（企業会計基準５号　平成１７年12月

　９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

　計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号　

　平成17年12月９日）を適用しております。

　　純資産の部の合計は、従来の資本の部の合計に相当す

　る金額と同額であります。

　　なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度にお

　ける貸借対照表の純資産の部については、改正後の財務

　諸表等規則により作成しております。

――――――

 (企業結合に係る会計基準等）

　　当事業年度より、「企業結合に係る会計基準」（企業

　会計審議会　平成15年10月31日）及び「事業分離等に関

　する会計基準」（企業会計基準第7号　平成17年12月27

　日）並びに「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準

　に関する適用指針」（企業結合会計基準適用指針第10号

　平成17年12月27日）を適用しております。これによる損

　益に与える影響はありません。

 ――――――

表示方法の変更

前事業年度
（自　平成18年４月１日

至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

（貸借対照表）

 　前事業年度において、「営業権」として掲記されてい

 たものは、当事業年度から「のれん」と表示しておりま

 す。

――――――

 

（損益計算書）

　平成17年９月１日付で食材の仕入部門である物流セン

ターを株式会社コロワイドＣＫ（現　株式会社コロワイド

ＭＤ）に譲渡したことに伴い、損益計算書の付表である

「売上原価明細書」における「食材仕入諸掛」が発生しな

くなったため、当事業年度より「売上原価明細書」を作成

しておりません。

　この結果、当事業年度より、損益計算書における売上原

価の区分として「期首食材たな卸高」「期首商品たな卸

高」「当期食材仕入高」「合併による食材受入高」「当期

商品仕入高」「期末食材たな卸高」「期末商品たな卸高」

「ポイント引当金繰入額」を掲記しております。

――――――

 

 ――――――

 

(キャッシュ・フロー計算書） 

　財務活動によるキャッシュ・フローの「自己株式の取得

による支出」は、前事業年度は「その他」に含めて表示し

ておりましたが、金額的重要性が増したため、区分掲記し

ております。

　なお、前事業年度の「その他」に含まれている「自己株

式の取得による支出」は△1,319千円であります。 
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注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成19年３月31日）

当事業年度
（平成20年３月31日）

※１．担保に供している資産 ※１．担保に供している資産

建物 41,032千円

土地 483,392千円

計 524,425千円

　上記資産は下記の債務の担保に供しております。

長期借入金 810,000千円

投資有価証券 30,121千円

　上記を前払式証票の規制等に関する法律に基づき供

託しております。

建物 35,694千円

土地 483,392千円

計 519,087千円

　上記資産は下記の債務の担保に供しております。

長期借入金 810,000千円

投資有価証券 30,102千円

　上記を前払式証票の規制等に関する法律に基づき供

託しております。

　２．保証債務

　他社及び当社従業員の金融機関借入金に対して次の

とおり保証を行っております。

　２．保証債務

　他社及び当社従業員の金融機関借入金に対して次の

とおり保証を行っております。

㈲エムエヌ富士 15,545千円

㈲エイチ・エス・ジェイ 2,200千円

従業員 3,035千円

計 20,781千円

㈲エムエヌ富士 8,491千円

従業員 2,391千円

計 10,882千円

（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成18年４月１日

至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

※１．固定資産売却益の内容は次のとおりであります。 ※１．固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

建物 3,714千円

構築物 411千円

器具及び備品 635千円

計 4,761千円

建物 39,865千円

構築物 3,439千円

器具及び備品 5,361千円

計 48,666千円

※２．固定資産売却損の内容は次のとおりであります。 ――――――

建物 77,446千円

構築物 4,785千円

器具及び備品 1,459千円

土地 3,399千円

計 87,091千円

※３．固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 ※３．固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

建物 89,086千円

構築物 14,180千円

車輛及び運搬具 245千円

器具及び備品 6,700千円

借地権 6,200千円

解体撤去費用等 1,500千円

計 117,913千円

建物 30,281千円

構築物 9,709千円

器具及び備品 18,025千円

計 58,016千円
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前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

※４．減損損失

　当事業年度において、当社は、以下の資産について

減損損失を計上しております。

※４．減損損失

　当事業年度において、当社は、以下の資産について

減損損失を計上しております。

用途
場所

種別
減損損失
（千円）

直営店舗 建物 531,334

愛知県15店舗 構築物 85,428

静岡県５店舗 その他 61,903

その他８店舗 リース資産 153,456

 計 832,122

遊休資産他 土地 41,300

  福井県 計 41,300

合計 873,422

　当社は、キャッシュ・フローを生み出す最小単位と

して、直営店舗を基本単位とした資産のグルーピング

を行っております。また、遊休資産他については、当

該資産単独で資産のグルーピングを行っております。

　上記のうち、直営店舗については営業活動から生ず

る損益が継続してマイナスである資産グループの帳簿

価額を回収可能価額まで減額し、遊休資産他について

は市場価格が帳簿価額より著しく下落している資産グ

ループの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減

少額873,422千円を減損損失として特別損失に計上し

ており、その内訳は上表のとおりであります。

　また、資産グループ毎の回収可能価額は使用価値と

正味売却価額を使用し、直営店舗については使用価値、

遊休資産他については正味売却価額により測定してお

ります。なお、使用価値は将来キャッシュ・フローを

資本コストの1.9％で割り引いて算定し、正味売却価

額は固定資産税評価額を基本に算定しております。

用途
場所

種別
減損損失
（千円）

直営店舗 建物 101,709

愛知県　８店舗 構築物 6,347

岐阜県　３店舗 その他 12,623

その他　６店舗 リース資産 27,926

 計 148,606

遊休資産他 のれん 15,932

 その他 1,299

  計 17,232

合計 165,838

　当社は、キャッシュ・フローを生み出す最小単位と

して、直営店舗を基本単位とした資産のグルーピング

を行っております。また、遊休資産他については、当

該資産単独で資産のグルーピングを行っております。

　上記のうち、直営店舗については営業活動から生ず

る損益が継続してマイナスである資産グループの帳簿

価額を回収可能価額まで減額し、遊休資産他について

は市場価格が帳簿価額より著しく下落している資産グ

ループの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減

少額165,838千円を減損損失として特別損失に計上し

ており、その内訳は上表のとおりであります。

　また、資産グループ毎の回収可能価額は使用価値と

正味売却価額を使用し、直営店舗については使用価値、

遊休資産他については正味売却価額により測定してお

ります。なお、使用価値は将来キャッシュ・フローを

資本コストの1.9％で割り引いて算定し、正味売却価

額は固定資産税評価額を基本に算定しております。

※５．賃借契約解約損の内容は次のとおりであります。 ※５．賃借契約解約損の内容は次のとおりであります。

敷金保証金等 11,094千円

  

敷金保証金等 28,119千円
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自平成18年４月１日至平成19年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

発行済株式     

普通株式（注）１ 21,462,196 14,789,600 　－ 36,251,796

優先株式 9,000,000 － 　－ 9,000,000

合計 30,462,196 14,789,600 　－ 45,251,796

自己株式     

普通株式（注）２，３ 133,276 2,716 86,300 49,692

合計 133,276 2,716 86,300 49,692

 （注）１.普通株式の発行済株式総数の増加14,789,600株は、株式会社がんこ炎との合併に伴う新株の発行による増加

　　　　　であります。

 　　　２.普通株式の自己株式の株式数の増加2,716株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

 　　　３.普通株式の自己株式の株式数の減少86,300株は、ストックオプションとしての新株予約権の権利行使による

　　　　　減少86,000株及び単元未満株式の売渡しによる減少300株であります。

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

新株予約権

の内訳

新株予約権の目

的となる株式の

種類

 新株予約権の目的となる株式の数（株）
当事業年度末

残高（千円）前事業年度末 当事業年度増加 当事業年度減少 当事業年度末 

平成18年

新株予約権

（注）１，２

普通株式 － 363,750 108,750 255,000 －

合計 － － 363,750 108,750 255,000 －

　(注) １．平成18年新株予約権の当事業年度増加は、新株予約権の発行によるものであります。　

　　 　２．平成18年新株予約権の当事業年度減少は、新株予約権の権利行使による減少86,250株および失効による減少

　　　　　 22,500株であります。　

３. 配当に関する事項

    該当事項はありません。
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当事業年度（自平成19年４月１日至平成20年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

発行済株式     

普通株式 36,251,796 － － 36,251,796

優先株式 9,000,000 － － 9,000,000

合計 45,251,796 － － 45,251,796

自己株式     

普通株式（注）１，２ 49,692 194,175 59,800 184,067

合計 49,692 194,175 59,800 184,067

１.普通株式の自己株式の株式数の増加194,175株は、取締役会決議による自己株式の取得による増加193,200株、単

元未満株式の買取りによる増加975株であります。

２.普通株式の自己株式の株式数の減少59,800株は、ストックオプションとしての新株予約権の権利行使による減少

であります。

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

新株予約権

の内訳

新株予約権の目

的となる株式の

種類

 新株予約権の目的となる株式の数（株）
当事業年度末

残高（千円）前事業年度末 当事業年度増加 当事業年度減少 当事業年度末

平成18年

新株予約権

（注）１

普通株式 255,000 － 82,500 172,500 － 

合計 － 255,000 － 82,500 172,500 － 

　(注) １．平成18年新株予約権の当事業年度減少は、新株予約権の権利行使による減少60,000株および失効による減少

　　　　　22,500株であります。　

３. 配当に関する事項

 (１)配当金支払額

 　　該当事項はありません。

 (２)基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成20年４月25日

取締役会
普通株式 36,067  利益剰余金 1 平成20年３月31日 平成20年6月23日

 

 
優先株式 108,000  利益剰余金 4 平成20年３月31日 平成20年6月23日
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（キャッシュ・フロー計算書関係）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

※１．現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

※１．現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

（平成19年３月31日現在） （平成20年３月31日現在）

現金及び預金勘定 2,943,179千円

現金及び現金同等物 2,943,179千円

 

　２．重要な非資金取引の内容

 　　　当事業年度に合併した㈱がんこ炎より引き継いだ

　　 資産及び負債の内容は次のとおりであります。

　　　 また、合併によりその他資本剰余金が1,539,652

　　 千円増加しております。

 　　合併により引き継いだ資産・負債

流動資産 654,877千円

固定資産 3,705,670千円

　資産合計 4,360,547千円

流動負債 1,549,550千円

固定負債 1,271,344千円

　負債合計 2,820,895千円

現金及び預金勘定 3,077,502千円

現金及び現金同等物 3,077,502千円

 

――――――

（持分法損益等）

      該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１株当たり純資産額 64円54銭

１株当たり当期純利益 2円68銭

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益
2円67銭

１株当たり純資産額 83円　78銭

１株当たり当期純利益 22円　07銭

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益
17円　54銭

　（注）　１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、

以下のとおりであります。

 
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１株当たり当期純利益   

当期純利益（千円） 112,939 834,561

普通株主に帰属しない金額（千円） 36,000 36,000

（うち優先株式配当金） (36,000) (36,000)

普通株式に係る当期純利益（千円） 76,939 798,561

期中平均株式数（千株） 28,710 36,186

潜在株式調整後１株当たり当期純利益   

当期純利益調整額（千円）  － 49,200

普通株式増加数（千株） 126 12,149

（うち新株予約権） (126) (149)

（うち転換社債型新株予約権付社債） （－） (3,000)

（うち累積型配当優先株式） （－） (9,000)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益の算定に含めなかった

潜在株式の概要

　第１回無担保転換社債型新株予

約権付社債（券面総額600百万円）

及び第２回無担保転換社債型新株

予約権付社債（券面総額500百万

円）

　

　

　

――――――

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

（開示の省略）

 　リース取引、有価証券、デリバティブ取引、退職給付、ストックオプション等、税効果会計、関連当事者との取引、企

業結合等に関する注記事項については、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略してお

ります。
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５．その他
(1）役員の異動

 　　該当事項はありません。

 

(2）その他

 　　該当事項はありません。
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